
様式第５号（教育実習実施計画に関する書類）

教 育 実 習 等 実 施 計 画

１ 教育実習等の内容及び成績評価等

① 教育実習等の時期

４年次５月～１２月

② 教育実習等の実習期間・総時間数

中学校３週間（１２０時間）、高等学校２週間（８０時間）

③ 実習校の確保の方法

協力校（山口県教育委員会及び山陽小野田市教育委員会に依頼し県内全高等学校と市内全中学校）

と委託校（学生の願い出により本学により教育実習を依頼する）の２つとしている。

④ 実習内容

教育実践に関する科目は、「教育実習指導」「教育実習１」「教育実習２」「教職実践演習」の４科目よ

り構成する。高等学校教諭一種免許状（数学）、高等学校教諭一種免許状（情報）の取得希望者は全員

「教育実習２」を必修、中学校教諭一種免許状（数学）取得希望者は「教育実習１」及び「教育実習２」

を必修とし、原則として中学校教諭一種免許状取得希望者は３週間（１２０時間）、高等学校教諭一種

免許状取得希望者は２週間（８０時間）の実習を行う。

教育実習では、実習担当教員の指導を受けながら、教員に必要な基盤となる知識・技能・態度を習

得、特に、教科指導や生徒指導等の教職実践を通して、生徒への理解と人間尊重の精神及び教員として

の使命観を形成すると同時に、専門的な指導力を習得することを目的とする。また、教育実習を通して

学習指導案の作成や教材研究の要点を確認し、教員としての資質・能力を高めることを目的とする。

⑤ 実習生に対する指導の方法

大学で行う「教育実習指導」は、『実習校における実習』に係わる事前指導、直前指導、事後指導の

３つより構成する。原則として、３年次（実習前年度）に「教育実習指導」（事前）を履修かつ合格し

たうえで、４年次（実習年度）に「教育実習指導」（直前・事後）を履修する。

また、履修科目に加え、３年次には教育実習の内諾依頼にあたり必要な書類や訪問時のマナー等の

指導を目的とした「教育実習内諾ガイダンス」、４年次には、教育実習において必要な心構えや日誌の

作成方法等の指導を目的とした「教育実習直前ガイダンス」を実施する。

なお、実習中に１回、指導教員による教育実習巡回を実施し、学生の授業を直接参観することによ

り、教育実習前後の指導・支援に役立てる。

⑥ 実習の成績評価（評価の基準及び方法）

※ 評価項目表、評価シート等がある場合は、本計画書に添付すること。

実習校における成績評価を踏まえ、教育実習ノートの内容、「教育実習指導」の定期試験（小論文）

に基づき総合的に判断して評価を行う。
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２ 事前及び事後の指導の内容等

① 時期及び時間数

教育実習指導（事前）

ガイダンス ：３年次 ４月上旬  １回（１時間）

 教育実習指導：３年次 ９月～２月 １６回（２４時間）

教育実習指導（直前）

 ガイダンス ：４年次 ４月下旬  １回（１時間）

教育実習指導（事後）

教育実習指導：４年次 １０月～１１月 ※対象者人数に応じて実施

② 内容（具体的な指導項目）

教育実習指導（事前）

教育実習の意義及び目的を理解させる。模擬授業を立案及び実践し、授業展開の手法や改善点を検

討させる。また、現職教員や教育委員会職員による講話を通して、学校現場の現状について理解を

図る。

教育実習指導（直前）

教育実習において必要な心構えや日誌の作成方法等の実習前の再点検を行い、職業人としての意

識を持たせ、実り多き実習となるよう指導する。

教育実習指導（事後）

実習で得られた成果と課題を省察させ、それを後輩たちにプレゼンテーションさせることで、実習

を経験した者、これから実習に向かう者間の双方向の学びを深める。

３ 教育実習に関して連絡調整等を行う委員会・協議会等（以下「委員会等」という。）

① 大学内の各学部・学科等との連絡調整を行う委員会等

・ 委員会等の名称

教職課程センター運営会議

・ 委員会等の構成員（役職・人数など）

教職課程センター、「教職に関する科目」を担当する専任教員、免許教科を有する学科毎に「教科

及び教科の指導法に関する科目」を担当する教員、共通教育センター長、教務課長で組織し、教授

４名、准教授２名、講師１名、事務職員１名で構成する。

・ 委員会等の運営方法

教育実習に係わる事項を含め、次に掲げる事項を審議する。委員会の運営に係わる事務は、学務部

教務課が行う。

(１) 教職課程の制度に関すること。

(２) 教職課程の企画及び運営に関すること。

(３) 教育実習の企画及び運営に関すること。

(４) 教育実習の指導計画及び単位認定方法に関すること。

(５) 教職課程の自己点検・評価に関すること。

(６) 前各号に掲げるもののほか、教職課程についての必要な事項に関すること。
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【委員会の組織図】

② 大学外の関係機関（例：都道府県及び市区町村教育委員会など）との連絡調整等を行う委員会等

（※学校体験活動を含む場合は、大学と学校との連携体制についても記載すること。）

・ 委員会等の名称

教職課程センター運営会議

・ 委員会等の構成員（役職・人数など）

教職課程センター、「教職に関する科目」を担当する専任教員、免許教科を有する学科毎に「教科

及び教科の指導法に関する科目」を担当する教員、共通教育センター長、教務課長で組織し、教授

４名、准教授２名、講師１名、事務職員１名で構成する。

・ 委員会等の運営方法

県・市の教育委員会及び実習校、社会福祉施設など外部機関との諸問題について検討を行い、連絡

調整にあたる。また、必要において県、市の教育委員会及び実習校との関係者との打合せを行う。 
【委員会の組織図】
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社 会 福 祉 施 設 等
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４ 教育実習の受講資格

以下に揚げる条件を満たしていること。

① 履修の前年度に「教育実習指導（事前）」を履修し、合格していること。

② 履修の前年度（３年次）に教育実習校登録を行っていること。

③ 原則として、「教職概論」「学習・発達論」「教育原理」の計６単位を修得していること。

④ 原則として、教育実習を行う教科が情報の場合は、「情報指導法１」「情報指導法２」の計４単位を、

数学の場合は「数学指導法１」「数学指導法２」の計８単位を修得済みであること。

⑤ 卒業見込みがあり、教育職員免許状取得に必要な単位を修得中又は修得済みあること。

⑥ 履修の前年度までに「介護等の体験」を完了していること（中学校教諭一種免許状を取得する場合）。 

５ 実習校
教育

実習

体験

活動
学級数の合計 中学校５０学級、高等学校６２４学級

〇 × 教育委員会名 山口県教育委員会 高等学校４６校

〇 × 教育委員会名 山陽小野田市教育委員会 中学校：６校
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教育実習生受入承諾書 

 

 

令和５年(2023年) ３月１０日  

 

山口東京理科大学 

学 長 望 月 正 隆 様 

 

山口県教育委員会 

教育長 繁 吉 健 志 

 

 

本県教育委員会は、山陽小野田市立山口東京理科大学工学部数理情報科学科

の教職課程が認定された場合は、当該学科の学生を、本県が設置している県立

高等学校において、本県が定める取扱要領に基づき教育実習生として受け入れ

ることを承諾します。 
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教育実習生受入承諾書 

 

令和４年１０月２８日  

山陽小野田市立山口東京理科大学 

学長 望月 正隆 様 

山陽小野田市教育委員会 

  教育長 長谷川 裕     

 

 

 本教育委員会は、山陽小野田市立山口東京理科大学工学部数理情報科学科 

の教職課程の認定の上は、当該学科の学生を山陽小野田市に設置されてい 

る全ての中学校において教育実習生として受入れることを承諾いたします。 
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